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る。次に，EDIの接続形態をネットワークの形態からみて，当事者問の2社直
結型とVAN経由型あるいはVAN　to　VAN経由型がある。ネットワークの一
般的な形態は後者のVAN経由型であり，特に，国際問のEDI通信では，そ
れぞれの国のVANを利用することになるので，VAN　to　VAN経由型になる。
さらに，当事者間のメッセージ伝送が単方向のみの場合と双方向の場合がある。
前者は，一方の当事者のみが発信者と決まっているもので，命令・指令を出す
場合のEDlである。後者では，例えば，一方の当事者が注文書を発信し，相
手方がこれに対して，注文請け書を発信するというように，それぞれの当事者
がメッセージの発信者になるもので，通常行われているEDIは，双方型のも
のである。
　　ハ．EDi取引当事者とEDユ協定書
　　（i〕EDlの当事者と取引関係
　EDIによるメッセージの伝送を行う当事者は，EDIメッセージにより物晶・
サービス等の取引を行う当事者であるから，EDlの当事者またはED1取引当
事者（EDI　tradi㎎partner）あるいは利用者（end－user）と言われる。ED工の
利用者に対して，それぞれの持つ異機種コンピュータ相互の接続や電子メール
等の通信処理サービス，データベース等の情報処理サービスを提供するネット
ワーク（Value　Added　Network；VAN）または第三者サービス提供業者（third
party　service　provider）が存在する。また，利用者やネットワークに通信回線
を提供する第一種電気通信事業者（Carrier）がいる。これらの当事者問の取引
関係は次のとおりである。
　まずEDI取引当事者相互問には，物晶・サービス等に関する長期的・反復
的供給■需要に関する合意（基本取引に関する契約：㎜derlyi㎎trade
agreement）が存在し，この合意に基づいて個々の契約をEDIメッセージに
よって行うため，EDI協定書（EDI　Tradi㎎Partner　Agree㎜entまたはEDI
Agreem㎝t）をあらかじめ作成して取り交わす。これは，基本的には，EDI
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図2　当事者聞の契約関係と責任範囲
①当事考の契約関係
　k一一一一一一一一一一一一一一一基本取引契約（Underlymg　Trade　Agreement）1111■1－11■
一一一一一一一一一一一電子データ交換協定（EDI　Tradi㎎Partner　Agreement）一一一…一一
一一一竺＝］一一一一
■■一一一一一VAN利用契約一一一一
　　　［Carrier］
一■■一一一VAN利用契約一＿＿＿
［注：B社倒のVAN利用契約がない場合もある。］
②当事者の責任範囲
VAN利用
契約上 一一一一一一A社一一一一一一一一 一一一B社一一一一一一
（AP）　VAN　　（AP）
EDi
取引上
卜一一一一一A社（A社の送信1
社の送信について）一一
［寺主＝AP：Access　Po王nt〕
メッセージの取扱業務に関する約定書である。
　上図のA社・B社は，メーカー，商杜の場合もあるし，船会杜や保険’会・社の
場合もある。例えば，’A社（ノーカー）」が海外の取引先であるB社（商社）と
EDI協定を結び，一発注書，受注書等のEDIメッセージを伝送して，売買契約
を締結する。また，A社は，この売買契約を履行するために，予め国内のフ
レートフォワーダー，船会社，保険会社等とそれぞれEDI協定を結んでお一き，
　232
　　　　　　　　EDiピジネス・コミュニケーションに係る法的問題　　　　　　　　33
出荷の手配，船腹手配，保険手配等をEDIメッセージによって行う。・また，
貨物の輸出に際して，必要な許認可の手続，税関への輸出申告手続もED1で
行う。同様に，海外のB社も輸入貨物の荷受けの手配，輸入の許認可・申告手
続，倉庫への搬入手続，さらに国内における転売等をEDlメッセージで行う。
各当事者間で取り決めたEDI標準に従ってデータ交換を実施するのである。
そこで、各当事者聞で使用するED1標準を同一のものとすれば，多数の異企
業・異業種間のデータ交換が効率よく行われることになるだけでなく，一度入
力されたデータの再入力の必要がなくなり，ただ取引の履行段階の進展に伴っ
て，新しいデータの追加が行われるという手続簡易化が実現され乱
　ED1取引当事者（または利用者）とVAN事業者との問では，個々の当事者
がVAN事業者とネットワーク・サービスを利用するためのVAN利用契約
（Network　Service　Agreement）を結ぶか，あるいは，一方の当事者が一括し
てVAN利用契約を締結し，取引先である相手方に対してユーザーmを貸与
する。後者の場合，VAN利用に係る全ての費用の請求は，VAN事業者から利
用契約者に対して行われ，当該当事者は，相手方に対してその負担額を請求す
る。VANの利用料金は従量制であるから，一方の当事者が一括してVAN利
用契約を締緒することにより，ボリユーム割引のメリットを享受することがで
きる。
　　（。i〕EDI協定書と技術的附属書
　EDI取引当事者（例えば，A社およびB杜）は，それぞれ自社のコンピュー
タシステムの窓口となる端末機をEDIメッセージの受発信専用として指定す
る。当事者がEDI取引を行う決定をした場合，まず当事者闇でEDI協定を結
ばなければならない。そのために，通常，EDI協定書と技術的附属書
（Technical　Amex）が作成される。EDI協定書は，交換協定書（Intercha㎎e
Agreement）とも言われる。このEDI協定書は，EDIに関する基本取引規約・
業務運用規約からなる。すなわち，基本取引規約とは，EDIメッセージによっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　233
　34　　　　　　　　　　　　早稲田商学第366・367合併号
て成立する契約に関する当事者の基本的な考え方，通信上の遅延・エラーの処
理方法と責任，セキュリティ確保の義務と手順，紛争解決方法などの法的問題
に関する条項である。業務運用規約は，EDIによる通信業務運用（オペレー
ションズ）に関する基本的条項からなる。当事者問のEDIメッセージの伝送
はすべて，上記のように，情報表現規約および情報伝達規約に従って行われる。
当事者間で使用するフォーマット，メッセージの種類，シンタックスルール，
コード，VAN使用の有無，EDI通信の手順，EDI担当者の暗証番号・違絡先
（氏名，電話番号）などEDI通信に関する技術的問題については，技術的附
属書に詳細に取り決めておく。メッセージの種類の変更，シンタックスルール
やコードのバージョン番号の変更などは技術的附属書の改訂手続きで行う。
4．ED1標準化作業に関する国際的動向
　（1）国連欧州経済委員会（ECE）のWP4の4つの成果
　既述のように，1960年代後半に入ると主要国では通関業務処理にADP技術
を導入する自動化システムの研究・開発が着手されるようになり，1970年代に
入るとこれが実用化されるようになる。急速な貿易拡大に対応するために，
ユ971年，ECEの貿易拡大委員会は，WP．4の改組と機能強化を行い，ADP処
理およびデータ伝送の効果的な導入により，国際貿易および輸送の簡易化を促
進する諾方策の調査・研究を付託したのであるが，この目的達成のために次の
付託事業が決定された。①貿易・輸送の簡易化に関する調整，②貿易・輸送手
続の簡易化方策の検討，③貿易・輸送に関する情報収集，④貿易業務簡易化へ
の共通のアプローチ，⑤ECEレイアウトキーによる書類事務の簡易化と標準
化，⑥貿易データの標準化とコードの開発，⑦データ伝送の推進。WP，4にお
ける貿易手続簡易化活動の成果については，別稿㈱にて詳細に論じたので，こ
こでは，EDI通信を実施するために必要な多くの国際標準が開発されるに至っ
た背景について簡単に述べる。
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　　イ．貿易手続簡易化の定義と目的
　貿易手続の簡易化（faci1itation）は，簡素化（simplificati㎝）または合理化
（rati㎝a1i・ati㎝）ともいわれ，明確な定義はないが，ECE事務局は次のよう
に説明している。「貿易手続とは，貿易における物品の移動に必要とされる
データの収集，提供，通信および処理にかかわる諸活動，慣習ならびに公的手
続をいう。」また，「貿易手続の簡易化とは，貿易手続と書類作成処理の組織的
合理化であり，」「貿易手続簡易化の目的は，次のように要約される。①情報を
流れ易くすること，②誤謬をなくすこと，③取引と運送の手続をより密接に関
連づけること，④必要惰報を最小限にすること，⑤避け難い公的な管理その他
の干渉による遅延をできるだけ小さくすること。」
　この説明は，紙の書類による貿易手続を念頭に置いたものであるから，貿易
手続簡易化推進運動の初期においてはこれでよかったが，EDIによる貿易手続
の簡易化を論ずる場合には，再検討を要する。1960年に発足したECE／WP．4
の貿易手続簡易化推進運動の成果を振り返ると，1960年代，1970年代，1980年
代および1990年代と時代が推移するにしたがって，換言すれば，貿易制度の変
革，運送・通信技術，情報処理技術等の発達に伴う貿易環境条件の変化に呼応
して，取りあげられた問題は実に多岐にわたるのであるが，EDIによる貿易手
続簡易化を目標とする調査・研究の成果を次の四つに分けて考察するのが適切
であると考える。①貿易書類作成の合理化，②貿易手続簡素化方策の立案，③
貿易データエレメントの標準化と国際標準コードの作成および④貿易データ交
換ルールの統一化。
　　口．UNLKによる貿易書類作成の合理化
　1961年8月に開催されたWP．4第1会期において，各国で国内の貿易書類
の標準化を類似した方法で進めるには，一つの国際的なモデルフォームを作成
することが有効であるという決議がなされた。1963年，この改訂モデルフォー
ムが輸出貿易書類の簡易化と標準化のためのレイアウトキイとして採択される
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にいたった。最初は“ECE　Layout　Keジと呼ばれていたが、1978年に「貿易書
類のための国連レイアウトキイ」（UnitedNati㎝sLayoutKeyforTrade
Documents；UNLK）と改称され，198且年にUN／ECE勧告（第ユ号・第2号）
として発表された㈱。これは，貿易統一書式の標準サイズを国際規格のA4判
とし，これを縦に使用して，関係書類の共通記載項目（データエレメント）の
配列，位置等を合理的に規定したもので，貿易書式の設計基準となるものであ
る。貿易書類のサイズの統一化は，各種書類の作成，送付，保管等の事務処理
を迅速かつ容易にしただけでなく，また費用の軽減をも可能にした。共通の
データuエレメントを各書類の同一場所に記載することにより，書類作成上の誤
謬の回避，的確かつ迅速な照合点検，言語上の障書克服をも可能にした。貿易
書類の標準化・統合化は、一貿易手続簡易化運動の重要な問題の一つであったが，
1970年代に商業関係と運送関係の主要書類にづいで二応終了した。この
UNLKが紙の書類のレイアウトキイであるだけでなく，EDIメッセージの標
準フォーマットでもあるということに留意しなければならない。
　　ハ、貿易手続簡易化方策の立案
　WP．尋は，ユ976年に輸入取引におけるUNLKに基づく標準書式の導入と電
子データ処理（EDP）技術を応用する可能性の検討に着手し，その歳果を二「輸
入手続の簡易化に関する勧告案」として王980年3月会期に提出したのであるが。
一つの貿易取引は輸出手続と輸入手続から成り立つのであるから、輸出と輸入
とに分けて別個に検討するという従来の方法は適当でないという意見により，’止
この勧告案が再検討され，その成果である「貿易手続に関する簡易化方策」が
1981年9月にUN／ECE勧告第18号として採択された鯛。この勧告第18号では，
貿易関係手続を①生産，②購買ラ③販売，④決済，⑤保険，⑥貨物受渡業務，
⑦運送，⑧輸出，⑨輸入および保税違送，⑩その他に分類し，各段階における
手続の簡易化方策を説明し，関係各国政府および国際機関にたいしてその採択
ないし検討を勧告している。この簡易化方策の基本的連念が，今日のEDI構
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想の基礎理念となっていることを忘れてはならない。
　　二．貿易データエレメントの標準化と国際標準コードの作成
　貿易手続の簡易化計画をコンピュータを利用した新しい理念に基づいて構築
する考え方が1970年代に次第に強くなり，その結果，WP．4は，1971年に新し
い作業を開始し，基本的に，①国際標準コードの作成，②貿易データエレメン
トの標準化および③貿易データ交換ルールの標準化という三つの問題を取り上
げることになった。異なる種類のコンピュータ相互問に電子書類の伝送を行う
場合，まず共通言語が必要である。貿易データ交換ルールは，コンピュータに
入力した文書を国際的な共通語に翻訳し，あるいはこれを受信したコンピュー
タが読解しうる普通の言語に翻訳するために必要な文法（情報表現のシンタッ
クスルール）であり，標準コード㈱は単語に相当し，貿易データエレメント
集㈱は辞書に該当するものであると言うことができる。
　　ホ．貿易データ交換ルールの統一化
　WP．4の1978年9月会期に，専門部会の作成した「TD1に関するシンタック
スルール案㈹」およびアメリカ含衆国政府の「アメリカEDI標準㈹」が提出され
た。両者問にはかなり共通点がみられるので，1985年1エ月ニューヨークにおい
てWP．4と米国側関係者との会議がもたれ，世界的に統一された標準ルー
ル幽を作る合意がなされた。この作業は1986年9月に開始され，1987年に
UN／EDIFACT　（United　Nations　Electronic　Data　lnterchange　for　Admi血istra・
tion，Commerce　and　Transport1行政，商業および運輸のための電子データ交換
；…関す争国違稀丁規早リ）．とyう名称下発表された。ECEは，UN／EDIFACTを
次のように説明している。「行政，商業および運輸に関する電子データ交換の
ための国連規則集であり，特に商品やサービスの取引に関する構造化され牟
データを独立したコンピュータシステム間で電子的に交換するための国際的に
合意さ枠牟規格ディレクトリーおよび指針のヤットより成る。」
UN／EDIFACTの基本構造は，標準構文規則，標準データエレメント，標準セ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　237
　38　　　　　　　　　　　　早稲田商学第366・367合併号
グメント，標準コード，標準メッセージ，メッセージ設計ガイドライン等から
構成されており，電子的データ交換時の表現方法である鰯。
　（2）国連国際商取引法委員会（UNClTRAL）のED1作業部会の活動
　　イ．国際商取引法の分野における調整役
　UNC1TRALはユ984年に，「国際商取引におけるADP導入に係る法的諸問
題」に関する作業を最優先することを決議した。これは，WP，4の報告書「自
動的トレードデータ交換に関する法的側面」に基づくもので，この問題が本質
的に国際商取引法の分野において生ずる法的問題であるから，むしろUNCIT－
RALが中心となって必要な行動を取り，また調整にあたるべきであると結論
した。さらに，第19会期（1986年）において，ADPの分野における国際機関
の活動状況が報告され，UNCITRALがこの分野め活動を調整するためのリー
ダーシップをとる必要があると認識されたので，ユ987年3月に，関係国際機関
の代表をウィーンに招集して会議を開催した結果，いずれの国際機関も単独で
はADPの法的諸間題を解決することができないので，相互の密接な協力が必
要であること，また各国際機関の設置目的から一緒にこの問題に取り組むこと
も非常に困難であえことが確認され，UNCITRALが調整役を務めることに
なった。
　　口．EDI通信に関する統一規則の検討
　UNCITRALの第21会期（1988年）において，「電子的手段による国際商取引
契約め成立に適用される法律原則を作成する必要性に関する提案」を検討した
結果，事務局に対して本件に関する原案を準備することが要請された。また，
第23会期（I990年）に「電子データ交換（EDI）：電子的手段による契約成立
に関する法的諸問題の予備的研究胆4」と題する報告書が提出された。UNCIT－
RALに提出された報告書の申で，これがEDIという用語を最初に使用した報
告書である。1991年開催の第24会期に提出された「電子データ交換鯛」と題す
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る報告書には，EDIの法的問題に関係している各国際機関の活動状況の紹介お
よび各種のモデルEDi協定書の内容分析が述べられている。■本報告書は，こ
の問題を確認し，EDI通信を規制する一組の法律原則（lega1princip1es）およ
び基本的法律規則（basic　legal　rules）を提供するための体制を構築する必要
性を説き，この基本的体制は，ある程度，EDI関係当事者問の合意によって創
設することが可能であるが，EDIユーザーに対して提案されている現存のEDI
協定書は，それぞれの国内法に基づいて作成されているので，国際的に使用す
るためには不完全であり，相互に矛盾する点を有し，不適切であると緒んでい
る。また，本報告書では，ED1協定書に関する法律規則の国際的な統一化と調
和に取り組んでいる機関がまだないことを述べ，UNCITRALに対して，国際
商取引にEDI使用を普及し，EDIに関する基本的規則の調和を達成するため
に，国際商取引に使用される標準EDI協定書を作成することを提案し，さら
に，本報告書は，UNCITRALが将来取り上げる法的諸間題の一つとして，流
通性の権利証券および多くの運送書類をEDIメッセージに置き換える課題を
示唆している。
　　ハ．ED1作業部会に改称
　ED1使用の増加に伴って，この件に関する法的整備が急務となっている現状
に鑑み，UNCITRALの「国際決済作業部会」．にこれらの法的諸問題の調査研
究が委託された。また，UNC1TRALは，流通性の権利証券および運送書類を
ED1メッセージに置き換える統一法案作成を作成するという事務局提案の重要
性を指摘した。国際決済作業部会は，EDlに関する法的諸問題の調査研究を託
されたので，第25会期（1992年）の決議により，その名称を「ED1作業部会」
に変更し，その最初の会議が1993年1月にニューヨークで開獲され，その報告
書がUNCITRALの第26会期に提出された。1993年10月に開催されたEDI作
業部会に「電子データ交換及び取引データ通信に関連する方法の法的側面に関
する統一規則案」が提出され，現在，1996年を目途として各条項の検討作業が
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行われている㈱。国連欧州経済委員会のWP．4とUNCITRALは密接に協力し，
情報交換を行っている。国際商取引に使用される標準ED1協定書については，
WP．4の法律ラポーター・チームを中心に1991年からこの件について調査研究
を重ねているので，UNCITRALのEDI作業部会としては，その成果を注視す
ることにした。1995年3月に開催されたWP．4第41会期において，法律ラ
ポーター・チームの提出した「国際商取引にEDIを使用するためのモデル交
換協定書（案）」が承認され，UN／ECE勧告第26号として公表された㈹。
5．ED1通信に関する法的間題
　既に述べたように，UNCITRALのEDI作業部会において，「電子データ交
換（EDI）及び取引データ通信に関連する方法の法的側面に関する統一規貝1j
案」（以下，EDI統一規則案鯛）を作成すべく，1993年10月のED1作業部会に
素案が提出され，逐条的に検言寸が進められてきたが，1994年10月に開催された
EDI作業部会で承認された草案の名称は「電子データ交換（E1）I）及びこれに
関連する通信手段の法的側面に関するモデル法案」（以下，EDIモデル法
案鯛）と改められている。その内容等については流動的であるが，EDI作業部
会における検討事項を参考にし，また，主として，1994年のEDIモデル法案
の条文を引用して，EDIに係る法的問題を検討したい。．
　（1）用語の定義
　まず，EDlモデル法案に用いられている用語の定義を参考までに，引用する。
EDIモデル法案第2条は，次の用語について定義を述べている。
　　「（・）rデータメッセージ」（d．ta　message）とは，電子データ交換（EDI），
　　　電子メール，電報，テレックスまたはテレコピーを含むが，これらに限
　　　られない電子的な手段，光学的な手段，またはその他類似の手段により
　　　作出され（generated），保存され，または通信された情報
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　（information）をいう。」
「（b）「電子データ交換（EDl）」とは，情報を構造化するために合意され
　た標準を用いて行われるコンピュータ問における情報の電子的な移転
　（eleCtrOniCtranSfer）である。」
「（・）データメッセージの「原発信人」（OriginatOr）とは，その者により，
　またはその者のために当該データメッセージが作出され，保存され，ま
　たは通信されたと称される者をいう。ただし，当該データメッセージに
　関し媒介人として行動する者は含まない。」
「ω　データメッセージの「名宛人」（addressee）とは，当該データメッ
　セージを受信することが原発信人により意図されている者をいう。ただ
　し，当該データメッセージに関し媒介人として行動する者は含まな
　い。」
「（・）ある特定のデータメッセージに関する「媒介人」（intermediary）と
　は，他の者のために，当該データメッセージを受信し，伝送し，もしく
　は保存し，または当該データメッセージに関する他のサービスを提供す
　る者をいう。」
「（f）「情報システム」（information　system）とは，データメッセージに含
　まれる情報を作出し，伝送し，受信し，または保存するためのシステム
　をいう。」
　（2）申込，承諾，契約成立の時期・場所等に関する問題
　多くの国では，申込および承諾が，電話・テレックスによる場合には，対話
者聞における意思表示の効力発生に関する原則に基づいて，いずれも到達主義
をとっているが，郵便・電信による場合には，申込は到達主義によるが，承諾
については発信主義をとるものが多くみられる。
　1980年国際物晶売買契約に関する国連条約では，申込および承諾の効力はい
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ずれもこれが相手方に到達（reach）した時に生ずるとし（第15条および第18
条），契約は，申込の承諾が本条約の規定に従って効力を生じたときに成立す
ると定めている（第23条）。承諾期聞の計算については，電報または書状にお
いて申込者が定めた承諾期問は，電報が発信のために交付された時，あるいは，
書状に示された日付から，または，かかる日付がない場合には，封筒の上に示
された日付から起算する。電話，テレックスその他の同時的通信手段によって
申込者が定めた承諾期間は，申込が被申込者に到達した時から起算すると，規
定されている（第20条）。さらに，到達の定義が規定されている（第24条）。
　EDI作業部会では，EDIにより締結された契約成立時期に関する明示的規定
が必要であるとする見解と，契約の成立時期については各準拠法に任せるべき
であって，EDIに関する統一規則は契約法の問題に介入すべきではないとする
意見が対立したが，EDI統一規則案では（第12条および第13条），「受領された
時・場所」（at　the　time　land　placel　where　the　message　c㎝stituti㎎a㏄eptance　of
an　offer　is　received　by　the　recipient）となっている。受領された時期に関する
規定を設ければ，成立の場所に関する規定は不要であるとの意見に対して，例
えば，メールボックスが契約とは無関係の第三国にあるような場合など，当事
者の予想しない場所での契約成立という緒果をもたらすことになり，受領場所
という規定は不適切かもしれないとの反対の意見があった。EDIモデル法案で
は（第13条），「契約の成立に関しては，当事者間で別段の合意をした場合を除
き，申込及びその承諾は，データメッセージの方法により（by　means　of　data
meSSageS）表示することができる」と規定されている。
（3）電子書類の方式要件に関する問題
　貿易書類をEDI化する場合に生ずる一般的問題として，書面（writi㎎），署
名（signature），原本性（origiml），EDIメッセージの証拠価値等の問題があ
る。EDI統一規則案およびED1モデル法案はいずれも第2章において，この
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問題を扱っている。
　　イ．法により書面が要件とされている場合
　書面が法により要求されている場合とそうでない場合とを区別して，法によ
り書面が要求されている場合の書面の要件をEDIの観点から分析するに際し，
機能的アプローチを採用して，書面の機能を分析する方法がとられた。書面の
果たしている機能として，次の点が指摘された。①すべての者がデータを理解
できるようにすること，②時の経過に耐える永久的な取引の記録を残すこと，
③複製により各当事者が同一データを保有することができること，④署名作成
者の意思を最終化しその記録を残すこと，⑤有形的な形でデrタの簡易な保存
が可能であること，⑥法的拘束力のある意思に関する有形的な証拠を残すこと，
⑦契約の効果を当事者に認識させること，⑧会計・課税のためのコントロール
ないし監査を容易にすること等。
　書面の定義について，一般的な定義規定を設けるという意見と，法が書面を
要求する理由はそれぞれの規定によって異なるから，EDIにおいてそのような
要件が満たされるための条件を考えなければならないのであり，一般的な定義
規定は不適切であるとの反対の意見があった。具体的の書面の定義について各
国から様々な提案がなされたので，事務局がこれらを参考に案文を用意するこ
とになった。当事者聞で合意した書面の定義の有効性を認めることについて，
特に異論はなっかた。
　EDIモデル法案（第5条第1項）は，書面について次のように規定している。
　「（1〕法の規則が晴報を書面にすること，もしくは情報を書面で提示するこ
とを要求している・場合，または書面で提示しない情報に対し一定の効果を定め
ている場含には，データメッセージは，当該データメッセージの中に含まれる
情報を入手した後に参照するために用いることが可能であるときに，当該規則
を充足するものとする。」
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　　口、署名および認証の間題
　EDIメッセージの認証（authe皿ctlcation）のための具体的手続を定めるとい
うアプローチはEDI技術の進歩を妨げるおそれがある等を理由に，伝統的な
認証の方法である署名の果たしてきた機能に着目したアプローチをとることの
有用性が確認された。紙べ一スの書類のもとで手書きの署名が果たしてきた機
能の例として，①作成者を認識すること，②作成者本人により作成されたもの
であることを確認すること，③文書内容と署名者とを結び付けること等が挙げ
られる。これに関連して，データの出所の認証と内容の認証の問題とを区別す
る必要性が考えられる。認証が必要なメッセージの範囲については，一般に署
名の場合も，証人の立会いの上署名するものから，記名で足りるものまでいろ
いろなレベルがあるのと同様，メッセージの認証についても，重要なメッセー
ジとそうでないメッセージとでは要求される認証のレベルも異なるであろうか
ら二すべてのEDIメッセージに認証が要求されるものではない。認証方法に
ついては，当事者問で合意があればこれに従うことに異論はなく，契約関係が
ない場含には，用いられた認証方法の有効性を商業的合理性という基準で判断
するというアプローチが提案された。
　EDIモデル法案の「署名」に関する規定（第6条）は，次のとおりである。
　　　「（1）法の規則が署名を要求している場合，または署名の不存在に対し
　　一定の効果を定めている場合には，当該規則は，データメッセージとの関
　　係では，次のときに充足されるものとする。
　　（・）当該データメッセージの原発信人を特定し，その者が当該データメッ
　　　セージに含まれている情報を承認したことを示すための方法が用いられ
　　　ているとき，および
　　（b）当該方法が，信頼することができるものであり，かつ，当該データ
　　　メッセージが作出され，または通信された目的上，当該データメッセー
　　　ジの原発信人と名宛人との問の合意を含むすべての状況に照らし適切で
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　　　あったこと。」
　　ハ、原本性の問題
　原本性の要件については，証拠方法として間題になる場合と，権利を表彰す
る書類として問題になる場合とが区別され，EDI作業部会では，証拠方法とし
ての原本の間題が議論された。コンピュータメッセージの場合は，メモリーに
データがあるだけで，紙べ一スの書類と同じ意味での原本というものはないと
の指摘があったが，法的にはデータの信頼性（reliability）という観点から原
本の等価物とみなされるための条件を定めることはできるとの意見があった。
他方，EDlには原本というものはなく，結局，証拠方法としての原本は，デー
タの信頼性の問題であるから，証拠価値の問題であって，EDI環境における原
本を定義する必要はないという意見もあった。また，当事者の合意に係る原本
性の有効性については，当事者自治の原則からその有効性は認められるが，第
三者や裁判所を拘束することはできないであろうという意見も述べられた。
　ED1モデル法案（第7条）の原本に関する規定は次のとおりである。
　　　「ω　法の規則が情報を原本の形式で提出することを要求している場合，
　　または原本の形式で提出されない情報に対し一定の効果を定めている場合
　　には，データメッセージは，次のときに，当該規則を充足するものとする。
　　（・）当該情報が，提示されるべき者に対し表示されたとき，および
　　／b）当該惰報が，データメッセージまたはそれ以外のものとして，その最
　　　終的な形式で最初に作成された時点と当該情報が表示された時点との聞
　　　において，当該情報の完全性に関し，信頼牲のある保証が存すると
　　　き。」
　　　「（2）第1項（b〕の要件が満たされるかどうかが問題となった場合には，
　　／・）完全性を評価する基準は，当該情報が，裏書の追加ならびに通信，保
　　　存および表示の通常の遇程で生ずる変更を除き，完全な状態のまま変更
　　　されていないかどうかとする。
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　　（b）要求される信頼牲の水準は，当該情報が作成された目的およびすべて
　　　の関連する状況に照らし，評価するものとする。」
　　二．EDIメッセージの証拠能力および証拠価値
　証拠能力については，コモンロ・一諾国のように伝聞証拠排除の法則がある国
について聞題になるが，裁判官の裁量事項であり，EDI統一規則に規定を設け
るべきではないとする意見が多数である。証拠価値の問題については，証拠価
値に影響を与えるすべての事項を列挙することは不可能であるが，裁判官の証
拠評価をガイドする要素をリスト化して統一規則に設けることは可能であると
され，このような要素の例として，データの記録方法，データ変更を防止する
ための手段の適切性，データ伝達手段の適切な維持およびEDIメッセージの
認証の方法等が指摘された。結局，証拠能力の問題については，国内法に委ね，
証拠価値の評価に関して上記のラインに沿った原案を事務局において用意する
ことになったo
　EDIモデル法案（第8条）は，データメッセージの証拠能力および証拠価値
について，次のように規定している。
　　　rl1〕法的な手段において，いかなる証拠法則も，次に掲げることを理
　　由に，データメッセージを証拠として認めることを妨げるように適用して
　　はならない。
　　（a）データメッセージであることを理由とすること；または，
　　（b）それを証拠として用いようとする者にとって入手することを合理的に
　　　期待しうる最良の証拠である場合には，原本の形式でないことを理由と
　　　すること」
　　　「12〕データメッセージの形式で提示された情報に対しては，適切な証
　　拠価値を与えなければならない。データメッセージの証拠価値を評価する
　　に当たっては，当該データメッセージが作出され，保存され，または通信
　　された方法の信頼性，当該惰報の完全性が維持された方法の信頼性，原発
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信人が特定された方法その他関係するすべての要素を考慮しなければなら
ない。」
　「（3）法の他の規則に従うことを条件として，第7条第1項（b）の規定が
データメッセージの形式による情報との関係で充足されている場合には，
いかなる法的手続においても，当該情報に対し，それが原本の形式で提示
されていないことを理由に，低い価値を与えてはならない。」
　（4）当事者の権利義務に関する問題
　　イ．メッセージ発信者の義務
　EDI作業部会では，国際振込モデル法の規定を参考に，メッセージの発信者
がどのような場合に発信内容に拘束されるか（逆にいうと，メッセージの受信
者がいかなる場合に受信したメッセージを信頼して行動するか）という点に関
する規定を設けるべきか否かという議論が行われた。国際振込モデル法と異な
り，EDI統一規則の対象は，法的に拘束力のあるメッセージに限られないこと
や，統一規則はEDIメッセージの方式要件の問題に限るべきであり，このよ
うな規定を設ける必要がないとの意見が強かった。また，仮に規定を設ける場
合の内容について，既にメッセージの交換に関する契約関係にある当事者問の
場合はともかく，そうでない当事者間において，国際振込モデル法の規定のよ
うに，権限のない者からメッセージが発信された場合にも認証等の一定の要件
が満たされれば発信者が拘東される可能性を認めるのは契約法の原則または代
理の法理に反するとの意見があった。
　ED1モデル法案（第4条）は，データメッセージの法的承認について次のよ
うに規定している。
　　「情報は，それがデータメッセージの形式で存在していることだけを理由
　　に，その法的効力，有効性または執行可能性を否定されない。」
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　　口．受信確認
　EDI作業部会では，EDIメッセージを受信した場合の受信通知義務に関する
規定を設けるべきか否かという問題が議論された。受信確認（functi㎝a1ack－
nowledgement）の通知は，契約法上の承諾とは異なるものであり，両者を混
同すべきではないということについては異論がなかっ㍍
　受信通知義務に関する規定を設けることに消極的な見解としては，次のもの
があった。メッセージの中には受信確認を発信者が必ずしも必要としないもの
もあり，受信確認をすべてのメッセージについて認める必要はなく，発信者が
要求した場合に認めれば足りるので，法律上の義務としてこれを要求すべきで
はない。これに対し，ここでの間題は，契約成立に関するものではなく，コ
ミュニケーションに関する規則を作ろうとするものであり，EDIの技術的特徴
である自動的に受信確認の通知を発信することが可能であるという点を利用し
たメッセージ受領の確実性を高めるような規則が望ましいという意見もあった。
受信確認の通知が要求されたにもかかわらず，受信確認の通知が発せられな
かったときの法的効果については，禿信者が受信確認を所定の期商内に受け
取っていない旨を通知し，伝送したメッセージを無効とみなすことができると
いうアプローチを肯定する意見が多かった。また，一般；こメッセージの受信者
には受信確認の通知を発する義務はないヒとを明示した上で，発信者が特に受
信確認を要求していた場合には，受信者は受信確認の通知を発することなく，
受け取ったメッセージを前提に行動するヒとはできないという規定を設けるべ
きであるとの提案があった。その他，受信確認自体はどのような手段でなされ
るべきなのか，・メッセージの発信者を確認できない場合はどのようになるのか
等の問題点が指摘された。これらの意見を踏まえ，条項草案が起草された。
　EDIモデル法案（第12条）は，受信確認（乞c㎞owledgement　of　re㏄ipt）つい
て次のように規定している。
　　　□／〕本条は，原発信人が，データメッセージを発信するとき，または
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発信する前に当該データメッセージを用いて，受信確認を要求した場合に
適用する。」
　　「（2〕原発信人が，受信確認について特定の形式を要求しなかった場合
　には，受信確認の要求は，当該メッセージが受信されたことを示すに足り
　る名宛人の通信または行為により，充足することができる。」
　　「（3〕原発信人が受信確認の受信をデータメッセージの条件として指定
　した場合には，当該データメッセージは，受信確認が受信されるまでは，
　何ら法的効果を有しない。」
　　「（4〕原発信人が受信確認の受信をデータメッセージの条件として指定
　しなかった場合において，特定されたまたは合意された期間内に，また期
　問の特定または合意がないときは，合理的期問内に，受信確認が原発信人
　により受信されなかったときは，
／・）原発信人は，名宛人に対し，受信確認が受信されなかったこと，およ
　　び受信確認が受信されなければならない特定の期問を告知することがで
　　きる。この期間は，合理的なものでなければならない。
lb）（盆）号に従って特定された期聞内に受信確認が受信されない場合には，
　　原発信人は，名宛人に対し告知することにより，当該データメッセージ
　　を伝送されなかったものとして取り扱い，または原発信人の有する他の
　　権利を行使することができる。」
　　「（5〕原発信人が受信確認を受信した場合には，関係するデータメッ
　セージは，名宛人により受信されたものと推定する。受信された受信確認
　において，関係するデータメッセージが合意に係る技術的条件または適用
　される標準の定める技術的条件を満たしていたことが述べられていた場合
　には，当該技術的条件は，満たされていたものと推定する。」
　ハ．メッセージ記録の保存
電子的方法で保存されたメッセージ記録の保存が，文書等の方法により保存
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された記録と等価値とみなされるための要件（例えば，不可変更性，複製可能
性，永久的解読可能牲等）に関する規定を設けることに関連して，どのような
データをどういう目的で保管すべきかは国内法の問題であるという点について
は異論がなかった。EDI統一規貝明案第！4条は，データメッセージの保存
（storage）という用語を使用していたが，EDIモデル法案（第9条）では，
データメッセージの保持（retentiCn）という用語を用いている。
　　　川　法が，ある文書，記録または情報を保持することを要件としてい
　　る場合には，当該要件は，次に掲げる条件が満たされたときに，データ
　　メッセージを保持することによって，充足されるものとする。
　　（・）当該データメッセージ中に含まれる情報を入手した後に参照するため
　　　に用いることが可能であること；および
　　（b）当該データメッセージが作出され，伝送され，もしくは受信された形
　　　式，または作出され，伝送され，もしくは受信された情報を正確に表現
　　　することが現実に可能である形式で，当該データメッセージが保持され
　　　ていること；ならびに
　　（・）当該データメッセージと結含した伝送情報（原発信人，名宛人および
　　　伝送の日時を含むが，これらに限らない）が保持されていること。」
　　　「12〕前項に従って情報を保持する名宛人の義務は，通信をコントロー
　　ルする目的のために伝送された情報であって，名宛人の情報システムまた
　　は名宛人が指定した惰報システムに入らなかったものについては，及ばな
　　い。」
　　　「／3〕第1項に掲げる各条件を充足することを条件として，同項の要件
　　は，他の者のサービスを利用することにより，充足することができる。」
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　（5）ED1取引における当事者の責任と損害賠償
　　イ、原則として，EDI協定書に取り決めておく問題
　遅延，不完全または理解不能な内容等，EDI通信の不履行またはエラーにつ
いては，これが起きた場合の解決方法をも含めて，契約自由の原則に基づいて，
当事者が予めEDI協定書の中に取り決めておくことが望ましい。しかし，当
事者間の基本取引の性質およびEDIメッセージの種類等が異なること，また，
不履行またはエラーが発生した場合の影響の程度，損害の規模，解決方法等が
区々であるため，標準的な責任分担条項を規定することは必ずしも容易でない。
したがって，このような合意が当事者聞にない場合に備えて，最低限の解決策
および当事者の保護対策を法的に講じておく必要があると思われる。いずれに
せよ，EDI通信の不履行またはエラーが生じたとき，これを惹き起こした当事
者の損害に対する責任が存在するのか，また不履行またはエラーを起因とする
損害の危険をいずれの当事者が負担するのかという2点が聞題になる。
　ED1取引当事者は，交換協定書および技術的付属書に定められているシステ
ムの管理，セキュリティの手順，メッセージの証明または確認方法等に従って
EDIメッセージの伝送を行う義務を負うのであり，遅延，不完全，不正確また
は破損したメッセージが生じた場合，かかるメッセージの伝送に対する責任と
危険は，原則として，発信者にあると考えられてる。けれども，EDIメッセー
ジの伝送に際して，発信者だけでなく，受信者側にもシステムの管理，セキュ
リティの手jl1頁，メッセージの証明または確認方法等に従って受信する義務があ
るので，発信者のみに責任を課するのは公平を欠くおそれがあると考える。ま
た，当事者間に第三者サービス提供者（VAN業者）が媒介する場合も考慮に
入れなければならない。さらに，損害に対する責任（liability　for　damage）の
問題と損害の危険（risk　of　loss）を負担する当事者の間題を別個に取り扱う必
要も考えられる。そこで，これらの問題に関連して（1頗害賠償の制限，（2〕不可
抗力，／3〕第三者サービス提供者に関する責任に関する条項を設けることが望ま
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しい。
EDI統一規則案第15条は，当事者の責任について次のように規定している。
　　　r（1〕当事者は，統一規則の条項の遵守を履行しなかったことから直接
　　生ずる損害について責任を負う。ただし，当事者の支配を越える障害で，
　　EDIメッセージを送信または受信する時に考慮に入れることが合理的にみ
　　て期待され得なかった状況またはその緒果を回避し，もしくは克服し得な
　　かった状況により，当事者が統一規則の条項を遵守することを妨げられた
　　場合は，この限りではない。」
　　　「（2）いかなる場合も，当事者は，特別の損害，間接的な損害または結
　　果的な損害について責任を負わない。」
　　　「13〕当事者が媒介人によるメッセージの伝送，記録または処理等の
　　サービスを利用している場合は，このような媒介人を利用している当事者
　　は，当該サービスの僕給における媒介人の作為，不作為または解怠から直
　　接生ずる損害について責任を負う。」
　　　「（4〕当事者の一方が他の当事者に対しEDIメッセージの伝送，記録ま
　　たは処理を行う媒介人のサービスを使用することを要求する場合は，この
　　ような要求をした当事者は，他の当事者に対し，当該サービスの供給にお
　　ける媒介人の作為，不作為または僻怠から直接生ずる損害について責任を
　　負う。」
　　口、責任，損害賠償，不可抗力等に関する条項
　モデルEDI協定書に規定されている責任，損害賠償，不可抗力等に関する
条項の例を次に掲げる。
　　（、）国連モデル交換協定書（第6章責任㈱）
　　「6．1．不可抗力（Force　Majeure）
　　　本協定書に定める債務の履行遅滞あるいは不履行が，当事者の支配の及
　　ばない事態に起因し，かかる事態が（・）本協定書に署名した時には予知でき
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　　なかったと合理的にみなされるものである場合，または（b）かかる事態の発
　　生による影響を回避もしくは克服できなかった場合には，当事者はその責
　　を負わないものとする。」
　　「6．2．損害賠償の制隈（Excluded　Damages）
　　　本協定の違反によって発生する特別損害，間接的損害，付随的損害ま
　　たは懲罰的損害について，いずれの当事者もその責を負わないものとす
　　る。」
　　「6．3．第三者サービス提供者に関する責任（Pro．ider　Liability）
　　　6．3．1．メッセージの通信または処理に第三者サービス提僕者のサービス
　　を使用する当事者は，本協定書に基づいて，その提供者が当該サービスを
　　提供する際のすべての作為，不作為または憐怠に対して責を負うものとす
　　る。
　　　6．3．2、特定の第三者サービス提供者を使用することを相手方に指図した
　　当事者は，その提供者のすべての作為，不作為または憐怠に対して責を負
　　うものとする。」
　　（1・）アメリカ弁護士協会のモデルEDI協定書（第4．6条損害賠償の制
　　　限帥）
　「いずれの当事者も，相手方に対して，本協定書によるドキュメントの電子
的送受信の遅延，脱落もしくはエラーから，あるいはそれらの緒果として生ず
る特別損書，付随的損害，懲罰的損害または閥接的損害について，たとえいず
れの当事者がその損害の可能性を知らされている場合でも，責任を負わなヅも
のとする。」
　　（、i1〕カナダ、EDI協会のモデルEDI協定書（第8．01条聞接損害賠償6螢）
　「当事者は，EDIネットワークの存在と使用が相互に利益をもたらすことを
確認する。各当事者が本協定の交渉と履行によって入手した相手方の取引関係
に関する情報は，契約に基づく債務不履行の場合に，本協定を締結していな
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かったときに［通常の］売買契約の不履行によって生ずると思われる損害額を
趨えて，問接的損害賠償について責任を課すため，または，他に何らかの方法
で相手方の責任を増大させるために使用しないものとする。」
　　（1。〕ノルウェーTEDIS協会の交換協定書（第16条損害賠償鯛）
　「各当事者は，契約違反の結果であると合理的に考えられる損害について，
相手方の当事者に損害賠償を請求することができる。ただし，相手方の当事者
が自己に責任がないことを証明しうるときは，このかぎりでない。
　問接的損害（割込み，希望利益）については，補償されない。ただし，当事
者自身または当該当事者が責任を負う第三者による重大な過失または作意があ
るときは，このかぎりでない。」
6．むすび
　EDIビジネス・コミュニケーションは，これまでの通信手段と著しく異なる
ものであり，国際電子商取引の主役である。現行の貿易取引の研究教育におい
て，貿易商務論とビジネス・コミュニケーション（あるいは貿易英語，商業英
語）はセットされたものである。同様に，将来の国際電子商取引の研究教育に
おいて，EDIピジネス・コミュニケーションは新しい科目として登場すること
になろう。EDlによる国際商取引は，現行の貿易取引慣習と全く違ったメカニ
ズムで行われることになるので，この指導原理ともなる理論研究を早急に行い，
新しい電予商取引の実施に備えなければならないと考える。
　従来の紙をべ一スとする貿易関係書類に関する法規制は，EDIメッセージが
正当化されるような分野において，不完全性をあらわし，EDlの利用普及の障
害となっている。例えば，手続上，書類，書面，署名，原本等が要件となって
いる法規定を見直すことが必要である。国内法の他に，国際条約や国際規則の
規定も見直す必要がある。これらの問題は，主として，UNC1TRAL，政府聞
機関，各国政府機関の仕事であり，既にこれらの機関が手掛けているので，そ
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の成果を見守りたい。
　現行の貿易制度・手続を前提として，物・金・惰報（書類）のフローをパ
ターン化し，この情報を関係当事者間にEDIによって伝送することが計画さ
れている。例えば，輸出者と輸入者との問に締結される売買契約の情報に基づ
いて，売約書，（メーカーへの）注文書，出荷通知書，船積指図書，輸出申告
書，保険証券，ドックレシート，船荷証券，商業送り状，包装明細書等が作成
されるが，従来，これらの書類を作成するたびに，輸出者・売主・発注者（買
主）・荷主・輸出者・保険契約者（被保険者）・荷送人等の名称で同じ住所・
会社名等のデータが繰り返し打ち込まれてきた。EDI導入によって，最初の
データが入力されると，このデータは繰り返し使用され，季続の段階が進むに
したがって，新しいデータが追加されるので，これまでの手作業的なドキュメ
ンテーションに比べると格段の進歩である。
　しかし，現行の貿易関係手続の申で，単に紙をエレクトロニックスに置き替
えることですむ部分と，そうはゆかない部分がある。また，EDIを導入する場
合，現行の制度・手続それ自体を新しいものに替えなければならない部分もあ
る。例えば，多種多量貨物の高速運送の実現に伴って，いわゆる船荷証券の危
機が叫ばれるようになり，海上運送状（SeaWaybi1l）が出現した。これに
よって，従来の流通性船荷証券の利用をなくしてゆこうというのである。その
結果，仕向港における貨物の受け戻しが容易に行われることになるが，海上運
送状（紙べ一スの書類）を所持していても，船荷証券のように貨物の権利を留
保したり，譲渡することができない。すなわち，海上運送状は運送貨物に関す
るデータの媒体に過ぎないということになると，紙という媒体をエレクトロ
ニックスに替えることが容易にできるようになるであろうと考えられる。しか
し，現行の貿易取引においては，船荷証券を中心とする一組の船積書類が重要
であり，これによって引渡・支払が履行されているのである。流通性
（negotiability）の検討が必要になる所以である。
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　そこで，単に船荷証券，保険証券，送り状等の標準メッセージを闘発するだ
けでなく，EDIによる新しい貿易取引慣習をつくりあげる努力が必要である。
これは，国連機関や政府機関よりも，むしろ各貿易関係団体，企業の協力によ
る推進が大切と考える。国際商取引においてEDIが広く実施されることによ
り，業界における新しい取引慣行が築かれることになり，やがて，新しい国際
取引慣習が形成される。また，学界においても，国際商務・法務の面からEDl
ビジネス・コミュニケーションに関する指導原理となる画期的な研究成果が積
極的に発表されるようになることを念願する次第である。
注11〕例えば，ユ99ユ年に実施されたアメリカにおける調査によると，全米の企業の17・5％以上がEDi
　を業務に取り入れており，すべての商取引に用いられている書類の約三分の一は電子的方法によ
　　り伝送されている古A㎜eli品H　Boss，E；‘漱o批｛c　D砒皿1械鮒胞岨帆g｛A星他舳色械s，P伽舳C舳〃㏄抗帆g　To・
　ω砒d口αo凸蜆’E祀伽他伽ヨ昭砿13Nw．J．Int’I　L＆B32（ユ992〕．Note8
　12）　ICC、∫㎜o‘望閉一s199αPubHcatlon　No46C，1990．p　6．
　｛3〕　ICC、ぴ地φ耐伽C洲’o，閉蜆冊d　P他〃π直メ〃0o”加蜆〃‘｛〃Doc〃加‘蜆肋η0雌d一虹石rchure　No．82，ユ933，
　Artic1虐s　g　aod12．
　（屯〕　ICC、ぴ地ψo閉一C捌∫勿棚∫口冊d　P他〃一α∫〃0o閉，棚κ一匝1Do‘側冊昭冊施ηC陀伽姑f1951月ωω一〇砂Brchure
　No．151，Article！2．
　｛5〕　工CC，ぴ閉φ岬蜆C洲姑棚5蜆〃P個ε此’2∫例’D0f刎拙刮砿αびC椛d－f5r！962亙ω肥㎜ψBrchure　No－222，
　Articles4，5and1O．
　｛6〕　1CC，ぴ地ψ伽伽C加∫加伽∫伽｛d　P伽c三北｛カァD0f捌加昭〃αηC榊幽姑r1974Rω帖ω砂ICC　Publicatlon　No
　290，Artlcles4．5盆一1d1O．
　17）　ユCC、ぴ冊ψ㎝㎜C伽‘o”肥o蜆d　P畑むf㏄直力f　Doむ皿冊胞地肋o　Cr臣仇始r1983Rωな北閉↓lCC　Pub11cat］on　No
　400，Art虻Ies12，16and18
　（8〕　ICC，び祀ぴθ〃蜆C刎加伽5螂〃P他c加α力f　Do‘舳i蛇〃oηC惚荻帖r1993Rω一∫一螂砂ICC　Publicatlon　No
　500，Artlcles　n，14aDd16
1983隼UCP第12条。
1993年UCP篤11条a項凸
1983隼UCP第23条c項。
1993隼UCP第20条b項o
1933年UCP剃2条。
I95ユ年UCP第12条。
1962年UCP第10条。
1974年UCP第10条。
ユ983年UCP第ユ8条由
1993年UCP第16条。
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㈹　イギリス電信法（Te1但graph　Acu863）第3条。アメリカ絞一一商法典（Uniform　Co皿merci劃1
　Code〕§1－201（41〕o　B血肋〃一惚も工蜆咄D北肋㎜帆3rd　ed．，Rochester．NY，1969．W倣ぬ皿〃P此他舵5
　工惚〃妙Dψ吻4Vo15，2nd　ed．，London，1970．
⑳WP．4の設立，改組および機能強化については，拙稿丁紙の書類から電予書類への変換週程
　一UN／ECE／WP4による貿易手続簡易化一」『高慶情報化社会における日本の貿易と企業戦
　略の再構築」（産研シリーズ26号〕早稲田大学産業経営研究所，ユ995年3月，100－10煩参照。
剛　わが国における貿易手続簡易化の組織と活動については，前掲論文，104一ユ06頁を参照。
⑳　日本貿易関係手続簡易化協会「貿易手続きにおける書類収集調査報告書」1976年3月刊。
㈱　NCITD，P蜆枇伽耐毘〃P閉炉〃伽1”畑棚岨止㎞！丁吻d軋19？1
幽拙稿『貿易手続の国際比較と課劉「日本貿易会月報」昭和56年9月号参照。
㈱　Ezra　U　By1er　md　Ja耐es　C　Baker．山SWIFT1A　Fast　Method　to　Faciliate1雌m劃ti㎝al　Financ旧1
　Tmnsactlons、・origmally　presented自t　theユ982An1lual　Meeting　of　the　Academy　of　lntemauonal
　Business、∫㎝㎜けW励d肋伽L㈹PP．458－465
⑫⑤　Boris　Kozolchyk．．The　Paperless　Letter　of　Credlt帥d　Re1a蛇d　Documen㎏of　T，tle，”m工田ωα切
　C口閉物旭伽畑ゆp〃〃邊刑帆Vo155，No．3．Sum皿er1992，P．42．
酬拙稿『欧米諸国における貿易制度の改革j「日本商業英語学会年報」（第39回，1980年）所収，
　66頁。Roger　Henrikse皿、“Det　do良ment1藺se　intematmale　hande1s＿og　transportsamfmd．En
　or肥n肚eri皿思’1〃邊加蜆軋No　47，0slo，Nove皿berユ979．Roger　Henrikseo，’Sjgnat1』r　og　bevls　l　det
　dokument1藺s巴mtern割tlonale　ha皿dels－og　tr呂nsportsa耐fulld｝．Sknftserien，∫σ∫鯉E1）β，No，40，
　oslo，1980．後者は次のように英訳されて，国連欧州経済委員会／貿易手続簡易化作業部会（WP
　4〕に資料として提出された。Rog色r　H㎝nksen．・Slgmt皿re　and　evld㎝㏄in　the　m蛇mational　trade
　a皿dtransportsocietywlthoutdocuments”，ECE／TRADE／WP．4／R．98，1OJuly1980また，同じ箸
　者が次の研究書を発表している邊RogerHennks㎝，丁加工螂“3批fψpα〃三哲∫∫∫物㎜‘ω㎜l
　T獅d芭o〃Tπ蜆榊伽沈CoPenhagen，1982．
鰯　Borls　Kozolchyk，ψ‘狐，note7，鮎p41，refξrri口g　the　opmion　of　the　Bankmg　Commlssエon　of　the
　ICC，Meetmg　of　Apr112＆1985，ICC　Doo，470μ44and470／452．1985
匡動　　∫凸一d．，pp．82－83．
竃O　Chrlstopher　Nicol1，’E，D．I　Evld直nce　and　the　VI虐Ima　Convention，”cf－notes6and7at　p．22、丁伽
　伽”刎〃肋“閉∫3工o吻ja㎜ary1995．
剛JASTPR0「貿易関係ED1用語割平成2年3月，24頁口なお，アメリカ政府が1978年秋に
　UN／ECE／WR4の会議で発表した「アメリカED1漂準」をEDiと呼ぶこともある箏
箪2　The　E1ectronio　Mess纈ging　Servl一皇s　T纈sk　Forc畠，“The　com皿ercia11」se　of　dectronlc　d且ta　inteト
　change－a　reporゼ、ln　T’蛇ぢ拠s山惚∫｛工倒旭ツ埋τvo145，No．S〕une1990，p，1649．
鰯　G，T．S．Eise1e口、工昭o韮蝸∫醐弼〆’加む加冊μ主o芭’舵肺螂閉北伽肋一〃洲〃α”酔＿r幼σ帷ぴ邊仰皆加閉｛㎜η｛捌一
　碗∫κ幽肋帖report　prepa湘d　ior　SlTPROSA　m1989、
幽　UNαTRAL、γ亙λR遍00κ吻王XX∬王199島pp370－3？1
陶拙稿隅の書類から電子書類への変換過程一UN／ECE／WP．4による貿易手続簡易化一j
　「高度情報化社会における日本の貿易と企業戦酪の再構築」（産研シリーズ26号）早稲田大学産
　業経営研究所、1995隼3月，95－128頁。
鯛　UN／ECE　RECOMMENDATION　Nos　1and2、σ閉拓d　N蜆肋㎜Lのoo“κ砂∫卯ア畑ぬD藺f別閉物狐
　ECE／TRADE／137，March1981一
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鯛　UWECE　RECOMMENDATION　No．18，F0f｛〃o肋冊〃ε舳㈱7固1皿f〃加1〃舳吻肋伽’T〃幽P“o・
　‘〃加陥∫．ECE／TRADEノユ41／Revユ．Septemberユ982，
㈱国際標準コードに次のものがある。①lSO国名コードlUN／ECE勧告第3号、1974年，
　lSO－3166，19鵠年），②貿易取引条件（インコタームズ〕のコード胴勧告第5号，1974年，
　ユ980年，1990年追加），③日付・時聞・期間の数字表記法（同勧告第7号．工975年．工S0－860王，
　1988年〕，④共通照含番号（同勧告第8号、1988年改訓、⑤通貨表示のための英字コード（同勧
　告第9号，lSO－4217．1987隼），⑥船名コード（同勧告第10号，ユ978年）．⑦港・地名コード
　（同勧告第16号，1980年〕，⑧支払条件コード（同勧告第17号，1980年、1982年改訂），⑨輸送形
　態コード（同勧告第19号，1981年〕，⑩数量単位コード（同勧告第20号，1985制，⑪貨物形態・
　荷姿・包装材料コード（および荷姿名称補助コード〕胴勧告第2ユ号，1986年〕，⑫国際統一商晶
　分類（HS）（1988年国際統一商品分類に関する条約，ユ989年1月現在の批准国は50カ国）。
㈱国違欧州経済委員会と国違貿易拡大会議の芙同採択によるもので，国際標準化機構に登録
　（iSO－73？2）　されている。UWECEandUNCTAD，丁湖d2D蜆肋E1帥概蜆応D加εα吻、198ユ
　UN／TDEDと略称され，ユ983年に改訂版が発行され，以後常設の保守管理機関を通じて毎年更新
　されている。
㈹　叩roposed　Inter1m　Syntax　Rules｛or　Trade　Data　Intercha㎎ゼ，TRADE／WP4／GE1／R106．
㈹　■Umted　States　El㏄tronlc　Data1血teroha㎎e　Standardゴ，TRADE／WP．4／GE1／R　l13これは，
　米国運輸省とNCITDが提出した報告書である。ユ968隼にアメリカの航空，トラック，海上，鉄
　道等の運送業界がTmnsport　Data　Coord1nati㎎Com㎜ttee（TDCC）を設立し，運送業界の企業間
　ED1標準の關発に着手し，1975年に最初のED一標準と45種類の標準メッセージを発表した。ED1
　の普及にしたがって，異業種間のビジネス・コミュニケーションにED王擦準を利用する要望が
　高まったので，1979年にANS1は’the　A㏄redlted　Standards　Committee（ASC〕X．12｝を設置して、
　一般用のEDI穣準の關発に着手した。その成果であるANSl　ASC　X12標準が，今1ヨ，アメリ
　カおよびカナダで使用されているED1標準である。現在，UN／ED工FACTが将来のEDI国際標
　準として開発途上にあるので，ANS1ASC　X，12委員会は，1995年に予定されているANSI　ASC
　尺一2標準の見直しを，UN／ED－FACT標準に基づいて行うことを既に票決している。具体的な
　実施の時期はまだ決定されていない。Thomas　P　Coiberg　et　aL、丁加Pr北直W肋肋倣舵E〃H血胞小
　凸o口尾1995．pp、ユ74－176
幽複数対複数の企業聞でデータ交換が行われる場含、国際標準ルールがないときは、一般に，
　n（n－1〕ノ2個のル」ルが必要と考えられる。
㈹　現晩点で最も新しい資料は，UN／ECE／Wp．4、び舳ω焔肋伽D舳α㎝ら∫ル肋柳伽むD皿勉1冊伽
　c此伽酩∫〃月ゐm一伽∫〃〃由払C血伽，肋κ吾囮冊d　T伽閑柳けびWTDπ映UN／ED工FACT　DRAFT　DlRECTORY，
　D9些B，1994－09伽である。これは、A4サイズで2，000頁にも及ぶ膨大なもので，現在も一部
　が開釜途上にある。（財）日本貿易関係手続簡易化協会から，フロッピーまたはハードコピーで人
　手可能である凸なお、同協会から次の資料が刊行されている。「Less　Paper　Paperkssを目指す
　じMEDIFACT」平成2年6月苛、rEDIFACTガイドプック」平成3年3月。「EDIFACT関違規則
　I」ユ991年7月。「EDlFACT関蓮規則u」ユ9台2年12月。「EDiFACTガイドブソク」（第2版j
　1992隼7月。
鯛　服f肋肋D口肋〃〃o加伽κ仰王｛榊｛伽η伽め〆1螂〃…5＄惚∫椛1舳〃o　f加∫伽吻f酬ψω冊肋漁妙
　吾1吾’肋蜆｛c㎜伽柵j吻卿’〆｛伽∫直α〃皿沙G例昭畑ムA／CN．9／333，23rd．Sessヨo凧199α
胆5　E1舵’閉蜆”D”皿加加κ乃口枕坦乱椛卿‘ぴ肋‘＆㎝専肋ηC2吻ア皿ムA／CN9／350．24th　Session、ユ99L
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牲⑤　月芭柳‘oヅ肋直Wo肋一”9Gγ螂ゆ‘閉埋1鮒f伽冊κd〃皿一冊蛇κ此蜆蜆g壇‘E1〕η伽一肋｛ω〃店oヅ眺肋舳りプげ肋∫ω一
　∫ω肺、A／CN9／373．9March1993肋ψ舳ψ〃閉伽1伽o”肋壇1ωg蜆1蜆功刎50チ直1邊批吻冊｛c　d口肋肋加γ一
　f伽刑μrEDη酬〃直肋‘d棚ω㎜oゾ〃皿d直d〃“o，冊閉洲一ωho捌，Note　by　the　Secret盆ri飢，A／CN9／WG
　lWWP．57，9Augustユ993．地泌磁〃伽｛s　oμ切正舳φ榊一刎230閉伽1惚o1α5枇ねoゾ〃f肋挽北
　伽蜆一刎肌此螂”μ‘E1）η皿冊d〃1肋d榊o㎜oμ肋‘o榊閉冊叱口＝舳，Note　by　Secretar1盆t．A／CN．9／WG
　lV／WP60，24Jamary1994．D糊伽1ω〃1ω㎝1螂103卿’s　oμ1哩o〃螂伽c〃皿舳肋庇舳解‘ED刀伽d
　f邊1o加d”蛇口㎜oヅω閉，加珊”虻o肋”，A／CN9／406，Annex，Octoberユ994
鯛　UN／ECE　RECOMMENDAT10N　No．26．丁加C伽I”㎜“c刎び830グ1〃召叱此皿冊μ月g榊洲舳f∫∫〃E伽肋一
　舳D肋〃鮒伽惚哩，TRADE／WP．｛／R．工133／Rev1，23June工995
㈱ED1作業部会における討議の内容については，前掲㈱に記載した同作業部会の資科A／CN．
　9／373，9Marchユ993による。ED1統一規則案の条文は次の資料によるものであるぺDraftum－
　form　rules　on　the　legal　aspects　oI　electro皿1c　data　mterchange｛EDI〕and　related　means　of　t閉de
　data　comm㎜lcatlon11，A／CN9／WG．1V／WP．57，9August！993および一Reveised　articles　of　draft
　umform　rules　on　tbe　legal　aspects　of　e1ectromc　data　interchange（EDI〕and　rela使d　means　of　d趾a
　commmcatlon・・、A／CN．9／WG　lWWP60，24Januaryユ994
些勤　1－Dr邊ft血odd1aw　o皿1egal　aspec＝苫of　e】ectro加c　data㎜terch刎ge｛ED工）伽d　rela蛇d㎜e刎s　of　co皿一
　m㎜lcatloバ．A／CN．9／406．A㎜exなお．UNClTRAL第28会期（1995年）の報告書によると，同
　会期において，ED1モデル法案の繁1条および第3条一第u条は，修正のうえ，一応採択された
　が，UNCIT艮AL第29会期（1996隼）において，第2条および第ユ2条一第14条，ならびに第1C条
　12〕項，第u条13〕項1・・）および同条16噸を審議して，最終的にEDIモデル法案を採択する予定であ
　る。
60　UN／ECE　RECOMMENDAT互0N莉o26．Amex＝The　Mode11nterchange　Agree皿ent　for　the　Inter一
　口atiollai　Comm已rclal　Use　of　Electronic　Data　Interchange．Jmeユ995
60　Amerlcan　B纈r　Assoc1ation，〃o加’E1砒主伽例虻　D蜆肋　1荊蛇叱伽m雛　丁γω閉g　P岨吻惚γ　A馴‘岳冊蛇刎，
　TRADE／WP4／R．652，22December1989
52　The　ED工Councll　oi　Canada．〃o幽1Fo閉t邊ヅε加α仰伽‘Dα物1冊三〃肋伽悠喧丁畑d洲g　P〃‘惚rλg閉刎蛇蜆’、
　TRADE／WP．4／R732．4De㏄mber1990
㈱　Norsk　TEDIS，〃加κ此日加g吾λg帷ω蛇棚、Verslon　No．20，Maroh1993
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1995年8月脱稿）
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